
1

各国の住民投票制度の比較（１／４）（未定稿）

スイス（連邦制）
（自治体レベル）

アメリカ（連邦制）
（自治体レベル）

ドイツ（連邦制）
（自治体レベル）

韓国

投票の法的
根拠

州憲法
州法
条例

州憲法
州法
自治体憲章

州法（多くは1990年代に
導入）

法律（住民投票法（2004年））

投票実施の
要件

①義務的実施：自治体の憲章
改正、組織、廃置分合、連合
組織への参加、一定額以上
の財政支出等を行うとき

②任意的実施：自治体の議会
の議決に関し、以下の請求等
があった時
・住民の一定数以上の署名
・議会の一定数以上の請求
・執行機関の提案（執行機関
提出議案が議会で否決・修
正され、かつ、議会案が住民
投票に付されるときに、執行
機関案も併せて投票に付す）

③住民発議（ジュネーブ州内の
例）：一定数以上の署名があ
れば、議会が無効、審議開始
承認又は対案提出の決定を
行うが、議会で否決された場
合は投票

①義務的実施（ニューヨー
ク州の場合）
・憲章制定、境界・議会の
変更、公職の廃止・設立
等、（学校区の場合）予
算について

②任意的実施
・議会が可決した条例案
等について、一定数の署
名が集まった場合

③住民発議
・住民発案の憲章・条例
改正案について一定数
の署名を集めた場合

（憲章の場合はそのまま投票、
条例の場合は議会がそのま
ま採用しなかった場合に投
票としている例が多いが、例
えばアリゾナ州内自治体で
は条例でも直接投票に付す
とされている。）

①議会が過半数又は議
員定数の2/3以上の議
決をした場合

②有権者の一定数以上
の署名が集まり、議会
で否決した場合

①（議会の同意を経た）長の
請求（議会在籍議員の過
半数の出席と出席議員の
過半数の同意を得て）

②議会（単独）の請求（在籍
議員の過半数の出席と出
席議員の2/3以上の賛成）

③住民発議（投票権者の総
数の1/20～1/5の範囲内
で条例で定める数以上の
署名）

④中央行政機関の長が、自
治体の廃置分合、主要施
設の設置など、国家事務
に対する住民の意見をとり
まとめるため必要と認める
とき、行政安全部長官と協
議の上、関係自治体の長
に要求。

資料３－３
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各国の住民投票制度の比較（２／４）（未定稿）

スイス（連邦制）
（自治体レベル）

アメリカ（連邦制）
（自治体レベル）

ドイツ（連邦制）
（自治体レベル）

韓国

投票の対象
事項

（対象）：「住民発議」の投票に
ついて、ジュネーブ州内団体
では、市町村権限内で限定
された項目（自治体の建物の
建設、道路供用開始、基金
設立、文化施設整備等）

（除外）：「任意的実施」の投票
について、一般的に、個人に
関する事項（人事・選挙など）、
予算・決算に関する事項（予
算の個別項目は認容）、過去
に投票を行った事項（新事実
がない限り）は除外。ジュ
ネーブ州内団体では、緊急
条項による議決、議会で否
決された議案を除外。

（対象）「義務的実施」・「任
意的実施」の投票につ
いては上記のとおり

（除外）「住民発議」の投票
について、ニューヨーク
市等全国の１５大都市で
は、１１市で除外事項な
し、残り４市の除外項目
例は、歳出、歳入、ゾー
ニング、投票方法、公選
職の種類

（対象）重要な自治体所
管事項（公共施設の設
置・廃止、市町村・郡
の区域の変更、市町
村名の変更等）を限定
列挙又は例示（さらに
条例で追加する途を
残している州あり）

（除外）予算・決算・租税
等、委任事務、自治体
内部組織、法律上長
に課された事項、争訟
上の決定、正式な行
政手続がある事項、都
市計画等（州によって
異なる）

（対象）住民への過度な負担、
重大な影響を及ぼす自治
体の主要決定事項及び条
例で定める事項

（除外）違法又は訴訟係属中
の事項、国又は他の自治
体の事務、予算、財務、
税・使用料等の賦課減免、
機構、公務員の身分・報
酬、他法で住民参加手続
がある公共施設の設置、
住民投票実施後２年を経
過していない事項

投票の可決
要件

有効投票の過半数 有効投票の過半数
有効投票の過半数かつ
有権者の１０％～３０％
以上

投票権者総数の1/3以上の
投票で成立し、有効投票数
の過半数賛成で可決

投票の効果
拘束的
（一部の州では、諮問的な投票
制度も併存）

拘束的
（一部の州（例：ニュー
ジャージー州）では諮問的
投票も併存）

拘束的 拘束的
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各国の住民投票制度の比較（３／４）（未定稿）

フランス イタリア イギリス スウェーデン

投票の法的
根拠

憲法
法律（2003年法、2004年
法）

憲法、法律
州法、自治体憲章

法律（1972年、2000年、
2003年の各地方自治
法）

法律（地方自治体の住民
投票に関する法律）

投票実施の
要件

①拘束的住民投票（憲法・
2003年法）

・議会の請求
・執行機関の請求

②諮問的住民投票（2004
年法）

・コミューンの有権者の1/5
以上（又は県・州の有権
者の1/10以上）の署名
による発議があり、議会
が諮問的住民投票に付
すという決定をした場合

①州憲章に係る住民投票：州の憲章
公布後3ヶ月以内に、州の投票権
者の1/5以上の連署又は州議会
議員の1/5以上による発議があっ
た場合（憲法123条）

②州住民投票：州憲章に基づき、有
権者、県等の請求により、州法案
等に対して行われる。

③区域の変更に係る住民投票：州の
合併・新設（人口100万以上）（憲
法132条）、市町村の新設や区域・
名称の変更（憲法133条）について
は、関係住民による住民投票を義
務付け

④地方住民投票：各自治体は、その
憲章に、諮問型、廃止型又は提案
型の住民投票制度を設けることが
できる。長、議員の一定数又は住
民の一定数に発議権（自治体によ
り異なる）

①1972年法：パリッ
シュ議会での住民請
求（10名又は出席有
権者の1/3の少ない
方以上）

②2000年法：首長制等
導入について議会、
有権者の5％以上の
署名又は担当大臣
の請求があったとき

③2003年法：一般自治
体（カウンティ・ディ
ストリクト・ユニタリー
等）の議会が決定し
たとき

・委員会、議員又は有権
者の1/20以上の署名で
発議した案件について、
議会が過半数で住民投
票に付すことを議決した
場合
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各国の住民投票制度の比較（４／４）（未定稿）

フランス イタリア イギリス スウェーデン

投票の対象事
項

（対象）
①拘束的投票
・議会の請求によるもの：当該自
治体の権限に属するもので、地
方議会が議決するもの
・執行機関の請求によるもの：自
らの権限内にある事項に関する
行政行為の案（特定個人に関わ
る案件（任命等）を除く）

②諮問的投票
当該地方公共団体において決
定権限を有する機関がなしうる
決定

（対象）州憲章・区域の変更に
係る投票は上記のとおり。地
方住民投票については、各
自治体の排他的な権能に対
してのみ。

（除外）州住民投票について、
一般的には、税法や予算に
関する内容は除外。

（対象）
①1972年法：当該パリッ

シュに係る事項

②2000年法：首長制等
の導入の是非

③2003年法：当該自治
体の事務、歳出又は
区域内福祉の向上に
関する事項

（対象）特段の制限は
ないが、議会の権
能の範囲内に限ら
れる。議会は、重要
な案件について決
定権を有する（例：
橋・道路の設置、境
界変更等）

（除外）議会の権能の
範囲外の事項

投票の可決要
件

①有権者の過半数が投票し、有
効投票の過半数賛成で可決

②賛否を表明するのみ

有効投票の過半数 有効投票の過半数 有効投票の過半数

投票の効果
① 拘束的

② 諮問的

・ 諮問的（州の合併・新設（投票によ
る過半数の賛成は必要条件の１
つ）、市町村の新設や区域・名称
の変更）

・ 拘束的（州憲章に係る住民投票）

・ 諮問的又は拘束的（地方住民投
票）

・ 諮問的（1972年法、
2003年法）

・ 拘束的（2000年法）
（ただし、2007年の改
正により議会の選択
により、諮問手続によ
ることも可能に）

諮問的
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